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Ⅰ 本論文の課題

（１）会計学研究における反証主義

筆者は，安井（2021）において，会計学の実証研究における理論の妥当性の検討を行う

にあたり，Karl Popper（1902�1994）の主張に着目して取り上げた。Popperの主張は，帰

納法批判と反証主義に要約されると考えられる。このうち反証法に基づく反証主義は，帰

納法批判に対応するもので，帰納法を否定し反証主義を提唱するものと解される。ここで

反証法とは，ある理論から導かれた予測が実際の観察結果と矛盾すれば，その理論は，反

証されたものとして棄却されるとするものである。ただし矛盾しない場合でも，その理論

が「正しい」と証明されたのではなく，暫定的に支持されるにすぎないとするものである。

Popperは，科学と非科学との境界線問題に対しても反証を重視し，反証可能性をその

境界としてあげている。また法則とトレンド・傾向を区別している。すなわち法則は，普

遍的に成立する厳密なものとする一方で，トレンド・傾向は，その存在を認めつつも不安

定なものとして捉え，反証主義では想定外としていると解される。

さらに筆者は，安井（2021, p. 20）において，Popperに触れているいくつかの会計学分

野の先行研究をあげた。このうちWatts, Zimmerman（1986）では，Popperの主張に触れ

られている部分があるものの，反証主義とは相反すると解される記述がみられた。また

Watts, Zimmerman（1986）の中で取り上げられている，実証研究に分類されると解される

先行研究でも，トレンド・傾向を想定して回帰分析を用いたものがある。これらの点から

会計学における実証研究では，必ずしも反証主義が採用されていないとの結論に至った。

（２）本論文の課題

筆者は安井（2021）において，反証主義に着目して取り上げたが，本論文では，これに

関連して以下の二つを課題として取り上げることとする。



① 反証主義という考え方に問題はないのか。またそれが会計学研究において問題と

なりうるのか。

② 安井（2021, p. 25）で述べたようにトレンド・傾向は，反証主義の想定外である

と解されるが，会計学の実証研究の一部で用いられるトレンド・傾向を想定した

回帰分析は，どのような考え方に基づいているのか。

なお筆者は，経験的に認識できる事象に基づくものは，すべて実証であるとの立場であ

るが，本論文では，経験的に認識できる事象に基づく資料に基づいて，統計手法を用いて

分析あるいは解釈したものを想定し，考察の対象としている。

Ⅱ 反証主義の問題点と会計学の実証研究

（１）反証主義の問題点

ここでは，Popperの主張した反証主義に対する批判として，内井（1995, pp. 57�84）に

おける主張を取り上げる。この中で，内井（1995, pp. 80�81）では，反証主義の難点とし

て６つの点をあげている。これらの中には，Popperの主張の根拠が不明あるいは曖昧で

あるとの旨の指摘もあるが，ここでは，研究を進めるにあたり不都合となると考えられる

点をとりあげ，検討を加えたうえで，会計学の実証研究においても，問題となりうるのか

について考察を進めることとする。

① 基礎命題の反証可能性

内井（1995）では，「反証の基盤となる基礎命題の受容は規約によるものとされるが，

規約の妥当性あるいは合理性は論じなくてもよいのだろうか。」（内井 1995, p. 80）として

いる。またこの点について規約の観点から，「反証主義で都合の悪いところは，必ずといっ

てよいほど方法論的決定や規則や規約が導入されたり示唆されたりする。これが，帰納を

切り捨てたことの代償にほかならない。」（内井 1995, p. 81）としている。確かに規約の問

題は，個々にその妥当性を論じる必要がある。ここで基礎命題は受容するという規約が取

り上げられているが，基礎命題について「すべて経験的事実を述べる単称命題である。」

（内井 1995, p. 65）としたうえで「ポパーによれば，基礎命題も科学的命題であるから反

証可能であり，別の文脈ではテストの対象となりうる」（内井 1995, pp. 65�66）としてい

る。

この問題は重要な意味を持つといえる。換言すれば反証主義の致命的な欠陥である可能

性がある。例えばある理論において予測された結果と，異なる観察結果が得られたとして
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も，反証がなされたことが確定しないのである。反証例が反証可能ということは，ある仮

説を棄却することが不可能となってしまう。このような事態を回避するために，上記の基

礎命題を受容するという規約を導入したものと思われるが，規約の妥当性が Popperによ

り論証されていない以上，問題は解決されていないと解される。

会計学の実証研究において，研究の対象とされる実際に発生した事象は，一見すると反

証の余地が無いように思われるものがある。しかし事象は記録されて報告されるものであ

り，記録が誤って行われ，事象を忠実に描写していない可能性をなくすことは不可能であ

る。例えば，財務会計において企業の何らかの財務数値を集計し，それに基づいて研究報

告がなされている場合，個々の企業の数値を誤って取り入れている可能性，集計段階での

誤りの可能性を否定できない。またここで，「誤り」という表現を用いているが，これは

過失によるものを想定している。一方で故意に異なる数値を採用するなどの「改ざん」の

可能性も存在する。このように会計学の実証研究においても，基礎命題の反証可能性の問

題は，存在するといえる。

② 補助仮説問題

ここで補助仮説とは，ある仮説から導かれた結果に影響を与える，その仮説以外の仮説

を指すと解される。また仮説は理論であるともいえる。補助仮説の問題について，内井

（1995, pp. 76�77）では，惑星の軌道を例に取り上げている。筆者の解釈を踏まえ要約す

れば，以下のようになる。

天王星の軌道は，初期条件 iのもとでニュートン力学（以下， N）による理論値 pと

異なる観測値 p’であった。そのため反証されたこととなり， Nは棄却される。しかし天

王星の外側に未知の惑星があり，その存在が pと p’との差異の原因であるとの仮説（補

助仮説 H）を提示すれば反証されない。そのため N&Hは棄却されない結果となる。こ

の例のように理論は一度，棄却されても棄却されない可能性を否定できない。

なお論理の観点から，内井（1995, pp. 76�80）において検討が加えられている。筆者の

解釈を踏まえ要約すれば，以下のようになる。

初期条件 iのもとで， Hが存在しても pは変わらない。換言すれば N&Hから導かれ

るのはやはり pである。そのため p’が観測された状態で， N&Hが棄却されない結果は，

論理的に異常である。
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ただし，もともと天体の一部のみを考慮する，近似あるいは単純化のための補助仮説が

存在する。補助仮説によって初期条件 iとは異なる条件となるため，論理的な問題は生

じていない。

論理の観点からは，上記の見解にあるように問題は生じていないと思われる。ただこれ

らの議論から，初期条件をどのように設定するのかという問題が生じる。上記の天王星の

例でいえば，天体の数は膨大であり，どの範囲までを初期条件として考慮する必要がある

のかである。補助仮設問題は，条件設定の問題ともいえる。

筆者は，安井（2021）において，「実証は『理論が全体として正しいこと，換言すれば

常に成立することを確かめられること』を意味し，験証は『観察された現象が理論による

予測と合致したため，当面ではあるが，その理論が妥当であることが確かめられること』

を意味すると解される。」（安井 2021, p. 26）として，Popperの著作における用語および

訳語の検討を行っているが，この補助仮説問題，特に初期条件の設定の問題がある限り，

理論の験証が可能であるのかが問題となってしまう。

会計学の実証研究において，ある事象と当該事象に影響を与える要因との因果関係を分

析することが主題となることがあるが，影響を与える要因が多岐にわたると考えられる事

象をあげることは可能である。例えば，企業会計基準委員会が公表している企業会計基準

のような，会計基準の規定の設定過程を実証的に検証する場合があげられる。この場合，

会計基準の規定に影響を与える要因として，財務諸表の作成者側，利用者側の双方の要望，

事情などが想定される。さらにこれらの要因に影響を与える様々な要因など，多岐にわた

る要因が想定される。そのため会計学の実証研究においても，初期条件としてどこまでを

想定するのかが問題となる。これらのことから会計学の実証研究においても，補助仮説問

題は存在するといえよう。

（２）反証主義と帰納法

上記のように内井（1995）において Popperの反証主義に対しての批判がなされている

が，結論的に「帰納法が正当化できないのと同様，反証法も正当化できないのである。反

証法は，帰納を切り捨てた代償として種々の方法論的決定を導入したが，それらを正当化

したわけではない。」（内井 1995, p. 216）としている。筆者が安井（2021, p. 23）におい

て Popperの帰納法批判を取り上げた。そこでの指摘は妥当なものであると考えられる。

しかし Popperによる，その対案と解される反証主義に対する指摘も，妥当なものである

と考えられる。またこれらの批判は会計学の実証研究においてもあてはまるものである。
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会計学の実証研究において，反証主義が，全面的には援用されていない現状は，上記であ

げたような反証主義の問題点が原因である可能性がある。

Ⅲ 会計学の実証研究と確率論的帰納法

（１）会計学の実証研究と帰納法

筆者は安井（2021, p. 25）において，トレンド・傾向を想定した統計手法として，回帰

分析があげられることを指摘した。回帰分析は，会計学の実証研究においても用いられて

いる。この回帰分析において用いられる手法の一つとして最小二乗法をあげることができ

る。この最小二乗法について内井（1995）では，「最小二乗法で得られる数値は，『多数の

観測に基づく最も確からしい値』あるいは『誤っている確率が最も小さな値』を与えるの

である。このように，測定という科学の最も基本的な手続きについて，最善の測定値を推

定する『帰納法』が確率論の枠の中で規定されたのである。このことは，帰納法あるいは

科学の方法の歴史の中で特筆すべき事実である。」（内井 1995, p. 43）としている。ここか

ら回帰分析は，帰納法に含まれる手法の一つであるとともに，確率論の枠の中にある部分

が存在すると解される。

（２）確率論的帰納法

ここまでで検討した反証主義については，その主張の起源が Popperによることについ

て，ほぼ異論がないといえよう。一方で帰納法は，それが利用されるようになった起源が

はっきりしていないといえる。また帰納法それ自体が時代により変化している可能性があ

る。これについて内井（1995）では，上記の確率論との関係で「ジェヴォンズが考えてい

た帰納法は，『演繹的推論と入念な実験的検証とを結びつけたニュートン的方法』をもち

ろん特殊例として含むが，より正確には『確率論の中に組み入れられた仮説演繹法』と

いったほうがよいのである。この方法は，手持ちのデータに照らして与えられた仮説の確

からしさ（確率）を求めようとする。その際，注目しなければならないのは，『科学知識

は本質的な不確実さをまぬかれない』ということをはっきり認識したうえで，『不確実さ

の計量』を目指すということである。このような自覚は，ニュートンの時代には乏しく，

19世紀になって初めて具体的な科学的探究の中で活かされてきて，やがて『統計的方法』

として科学方法論の中に組み入れられていくのである」（内井 1995, pp. 40�41）として

Jevons（1874）での主張をもとに，確率論と結びつき統計的手法に組み入れられていった

帰納法の変化を論じている。また「ジェヴォンズが擁護する確率論的帰納法では，仮説と

その帰結との関係が確率論的なのである」（内井 1995, p. 49）として確率論と結びつけら
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れた帰納法を，確率論的帰納法として位置付けている。

これらのことから，会計学の実証研究において用いられる回帰分析は，確率論的帰納法

によっている可能性があるといえる。

Ⅳ 検討結果と今後の課題

（１）検討結果

上記「Ⅰ本論文の課題（２）本論文の課題」では，①および②の二つを本論文の課題と

してあげた。①については，「Ⅱ反証主義の問題点と会計学の実証研究」で論じたように，

実証主義では「基礎命題の反証可能性」と「補助仮説問題」の２つの問題点があり，いず

れも会計学の実証研究においても問題となりうるとの検討結果となった。また②について

は，「Ⅲ会計学の実証研究と確率論的帰納法」で論じたように，会計学の実証研究で用い

られる回帰分析は，確率論的帰納法の考え方に基づく可能性があるとの検討結果となった。

（２）今後の課題

確率論的帰納法について，内井（1995）では，「確率論的帰納法では，同様に不確実な

状況のもとで合理的な指針を少なくとも与えることができる。不確実さの見積りとそれに

基づいた実践的指針を示す点で，帰納法に基づく合理性には実質的内容があるのである。」

（内井 1995, p. 216）としている。このような主張が存在するが，確率論的帰納法の利点お

よび問題点について，さらなる検討を進める必要がある。また会計学の実証研究において，

確率論的帰納法によっている範囲，あるいは確率論的帰納法以外に，どのような考え方に

基づいて，研究が行われて来たのかについても検討を進めたい。
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